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平成 23 年４月 13 日 

各     位 

 

会 社 名 株式会社ＣＳＫ 

代表者名 代表取締役社長 中西 毅 

 （コード：9737、東証第１部） 

問合せ先 広報・ＩＲ部長 町田 啓一 

 （TEL．03－6438－3055） 

 

 

「主要株主である筆頭株主の異動及びその他の関係会社の異動に関するお知らせ」 

に関する一部訂正のお知らせ 

 

 

当社は、住友商事株式会社（コード番号：8053 東証第１部、以下「住友商事」といいます。）より、住友

商事の平成 23 年４月 12 日付プレスリリース「子会社の異動に関するお知らせ」の記載内容を訂正するとの

報告を受けました。当該訂正に基づき、当社の平成 23 年４月 12 日付プレスリリース「主要株主である筆頭

株主の異動及びその他の関係会社の異動に関するお知らせ」の記載内容を下記のとおり訂正いたします。 

  

記 

 

訂正箇所には下線を付しております。なお、訂正前の文章における「本日」は平成 23 年４月 12 日を指しま

す。 

 

（訂正前） 

１．異動が生じる経緯 

（中略） 

（注１） 本日、住友商事が開示しております「子会社の異動に関するお知らせ」（以下「子会社異動プレス

リリース」といいます。）によれば、住友商事は、平成24年３月期の有価証券報告書における連結

財務諸表より、連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則第93条に規定する指定国際会

計基準（ＩＦＲＳ）を任意適用することとしているところ、ＩＦＲＳにおける連結範囲の判定では

行使可能な潜在的議決権の存在が考慮されるため、本公開買付けの結果、住友商事は当社の議決権

の54.17％（平成22年9月30日現在の議決権の総数を基準に算出し、小数点以下第三位四捨五入。第

７回新株予約権に係る議決権を含みます。）を保有することとなり、平成23年４月18日（本公開買

付けの決済の開始日）付けで当社は住友商事の連結子会社となる予定とのことです。一方、財務諸

表等の用語、様式及び作成方法に関する規則（以下「財務諸表規則」といいます。）に従った場合、

上記のとおり、住友商事は当社の親会社に該当せず、取引所規則上、住友商事は当社のその他の関

係会社となります。なお、住友商事による第７回新株予約権の行使等によって、財務諸表規則に従

って住友商事が当社の親会社に該当することとなった場合、当社は速やかにその旨を取引所規則に
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従って開示いたします。 

（後略） 

 

（訂正後） 

１．異動が生じる経緯 

（中略） 

（注１） 住友商事の平成23年４月12日付プレスリリース「子会社の異動に関するお知らせ」（住友商事の平

成23年４月13日付プレスリリース「『子会社の異動に関するお知らせ』の一部訂正のお知らせ」に

より訂正されたものをいい、以下「子会社異動プレスリリース」といいます。）によれば、住友商

事は、平成23年３月期の有価証券報告書における連結財務諸表より、連結財務諸表の用語、様式及

び作成方法に関する規則第93条に規定する指定国際会計基準（ＩＦＲＳ）を任意適用することとし

ているところ、ＩＦＲＳにおける連結範囲の判定では行使可能な潜在的議決権の存在が考慮される

ため、本公開買付けの結果、住友商事は当社の議決権の54.17％（平成22年9月30日現在の議決権の

総数を基準に算出し、小数点以下第三位四捨五入。第７回新株予約権に係る議決権を含みます。）

を保有することとなり、平成23年４月18日（本公開買付けの決済の開始日）付けで当社は住友商事

の連結子会社となる予定とのことです。一方、財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則

（以下「財務諸表規則」といいます。）に従った場合、上記のとおり、住友商事は当社の親会社に

該当せず、取引所規則上、住友商事は当社のその他の関係会社となります。なお、住友商事による

第７回新株予約権の行使等によって、財務諸表規則に従って住友商事が当社の親会社に該当するこ

ととなった場合、当社は速やかにその旨を取引所規則に従って開示いたします。 

（後略） 

 

 

以上 

 

 


